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埼 玉 県の求める人材像

「生き生きと働き、自らのスキルを高め、 

新たな課題に主体的かつ果敢にチャレンジし、 

成果を生み出す職員」 

彩の国人材開発ビジョン（第８版）より 

～ 職員に求める重要な姿勢や能力 ～ 

１．県民目線で県民の声を実現する。 

２．成果を最大限重視し、実行する。 

３．働き方の変化等に柔軟に対応し、職務を遂行する上で自ら必要な 

 知識・技術を身に付け成長できる。 
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    １  県の組織と業務  
 
    県には、議決機関としての議会、執行機関としての知事及び行政委員会

並びに企業性の高い事業部門を受けもつ公営企業管理者、下水道事業管理

者が置かれています。  
 
        行政委員会の種類  

         教育委員会、公安委員会、選挙管理委員会、監査委員、人事委員会､ 
         労働委員会、収用委員会、内水面漁場管理委員会   
 
 
    知事の権限に属する事務を分掌させる組織として企画財政部、総務部、 

   県民生活部、危機管理防災部、環境部、福祉部、保健医療部、産業労働部、 

   農林部、県土整備部及び都市整備部の１１部があります（令和６年４月１

日現在）。また、知事直轄の秘書課、会計事務をつかさどる会計管理者が

置かれています。 

    これらの部局には、本庁に課がそれぞれあります。 

    また、地域機関は、法令で設置が義務付けられているものと、本庁で扱 

   うより現場で処理する方が住民サービスの提供方法として適切であり、ま 

   た事務効率が高められると思われる場合に、本庁組織からある程度独立し 

   て業務を執行する機関として設けられたものとがあります。 

    ア 地方行政機関 

     地方自治法第156条の規定に基づき設置された行政機関で、法令により

    設置が義務付けられている児童相談所、保健所などと、条例により設置

    されている地域振興センター、県税事務所などがあります。 

    イ 地方機関 

     地方自治法第158条の規定に基づき設置された知事の直近下位の内部

    組織の事務を分掌させるために設置された事務所、試験場、研究所等で

    本庁に属するもの以外の機関で、パスポートセンター、衛生研究所、食

    肉衛生検査センターなどがあります。 

    ウ 公の施設 

     地方自治法第244条の規定に基づき住民の福祉を増進する目的をもっ

    て住民の利用に供するために設置された施設として男女共同参画推進セ

    ンター、環境科学国際センターなどがあり、それらを管理する機関です。 

 

    なお、各部局等における業務の概要は、次のページのとおりです。 
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直轄 

組織概要 

議会事務局 

企画財政部 

総 務 部 

県民生活部 

危機管理防災部 

環 境 部 

福 祉 部 

保健医療部 

産業労働部 

農 林 部 

県土整備部 

都市整備部 

会計管理者 

企 業 局 

下 水 道 局 

教 育 局 

教育総務部 

県立学校部 

市町村支援部 

教 育 機 関 

警 察 本 部 

監査事務局 

人事委員会事務局 

労働委員会事務局 

収用委員会事務局 

議  会 

知  事 

公営企業管理者 

下水道事業管理者 

教育委員会 

公安委員会 

選挙管理委員会 

監 査 委 員 

人事委員会 

労働委員会 

収用委員会 

内水面漁場管理委員会 

議決機関である県議会の運営、広報事務及び資料の収集などの仕事を行います。 

政策の総合的な企画立案・調整、財政、組織管理、市町村支援、ＩＴ推進などの仕事を行います。 

人事、文書管理、私立学校の指導、県税などの賦課徴収、県有財産の管理、統計などの仕事を行
います。 
地域活動の推進、広聴広報、文化・国際化の政策推進、男女共同参画の推進、青少年の健全育
成、スポーツの振興、消費者保護、交通安全などの仕事を行います。 

危機管理の総合調整、消防、防災、高圧ガス等の取締りなどの仕事を行います。 

地球温暖化対策、自然環境の保全や緑化、廃棄物政策の企画・調整、公害防止などの仕事を行います。 

高齢者・身体障害者・母子・父子・児童福祉、生活保護、介護保険などの仕事を行います。 

医療の整備、県民の健康増進、生活衛生、薬事、国民健康保険などの仕事を行います。 
商工業の振興、資金の貸付、工業技術の試験研究、特産品や観光のＰＲ、雇用対策、女性の就労支援、

労働者の福祉増進、職業訓練などの仕事を行います。 

農用地の利用、農業経営の指導、農産物の流通、地域農業の振興、農地の改良整備、生産技術
の試験研究などの仕事を行います。 

道路、街路や橋等の建設、河川管理などの仕事を行います。 

都市計画、公園などの整備、建築の審査、県営住宅の建設、県の建物の営繕などの仕事を行います。 

県の会計に属する金銭の管理、物品の管理などの仕事を行います。 

工業用水や生活用水の供給、産業団地の造成と分譲などの仕事を行います。 

下水道の建設・管理、下水道汚泥の有効利用などの仕事を行います。 

教育委員会の運営、教育政策の企画・調整、学校教育の予算、教職員の給与などの仕事を行います。 

県立学校教育の管理・指導、教職員の採用、児童・生徒の安全指導などの仕事を行います。 

小中学校教育の支援、生涯学習の振興、文化財の保存などの仕事を行います。 

県立学校や県立図書館、県立博物館等の運営などの仕事を行います。 

選挙の管理執行などの仕事を行います。 

各部局の事務事業監査、現金出納の検査、公金収納等の監査及び監査結果に基づく報告、意見書の作

成などの仕事を行います。 

人事行政に関する調査・研究、給与に関する勧告、採用試験等の実施、勤務条件に関する措置要求の審

査などの仕事を行います。 

用地の収用・使用についての裁決などの仕事を行います。 

労働争議のあっ旋、調停及び仲裁、不当労働行為に関する調査などの仕事を行います。 

川や沼などの漁業権や漁場の調整などの仕事を行います。 

知事の秘書業務や報道機関との連絡などの仕事を行います。 

犯罪の予防・検挙、交通事故の抑止などの仕事を行います。 



-3-



-4-



- 5 - 

２  公務員のあり方  

  

（１）服務 

公務員は、憲法において、全体の奉仕者として職務に従事するよう定めら

れており、民間の労働者とは異なる特殊性を有しています。 

このため、地方公務員法は、職員が守るべき義務として、次のア及びイの

とおり定めています。 

また、職員倫理を徹底するため、埼玉県職員倫理規程等を制定し、職員が

守るべき事項等を具体的に定めています。 

 

   ア 職務遂行に際し守るべき義務 

     （ア）職務に専念する義務（地方公務員法35条） 

          勤務時間中は、全力をあげて職務に専念しなければならないという

義務で、職務を遂行するに当たって、最も基本的な義務です。 

 

     （イ）法令や上司の命令に従う義務（地方公務員法32条） 

          行政は、法律や条例・規則など法令に基づいて執行される必要があ

ります。また、秩序ある行政の執行を確保するため、職員は、上司の

職務上の命令に従う義務があります。 

 

   イ 身分を保有することにより守るべき義務 

     （ア）信用失墜行為の禁止（地方公務員法33条） 

      公務員は、全体の奉仕者として公務に従事しますが、そのような公

務員の信用を損なう行為をしてはならないとされています。 

          汚職や飲酒運転などはもちろんこれに当たりますが、具体的にどの

ような行為が該当するかは、個々のケースに応じ、社会通念に従って

判断されます。 

 

     （イ）秘密を守る義務（地方公務員法34条） 

      公務の公正な執行を図るため、職務上知り得た秘密を他人に漏らし

てはいけないことになっています。退職後も同様です。 

 

     （ウ）政治的行為の制限（地方公務員法36条） 

      職員（企業局及び下水道局職員を除く。）は、全体の奉仕者とし

て、中立的な立場で職務を執行する必要があるため、政治的団体の役

員になるなど、一定の政治的行為は制限を受けます。 
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   （エ）争議行為等の禁止（地方公務員法37条） 

      職員は、民間の労働者と比べ、全体の奉仕者として公共の福祉のた

めに勤務するという特殊な地位にあることから、ストライキなどを行

うことは禁止されています。 

 

     （オ）営利企業への従事等の制限（地方公務員法38条） 

      職員は、職務に専念するとともに、公正に職務を執行する必要があ

ることから、営利企業を営んだり、報酬を得て事務に従事することな

どは、許可を受けなければできないことになっています。 

 

   ウ 埼玉県職員倫理規程 

     埼玉県職員倫理規程は、公務の公正さに対する県民の信頼を確保する

ことを目的として、職員は県民全体の奉仕者であることなど、公務員と

しての基本的な心構えを明記したほか、公費支出事務に関する留意事

項、関係業者等との接触に関する禁止事項などを具体的に定めていま

す。 

  

（２）勤務時間、その他の勤務条件 

   勤務時間や休日、休暇など職員の基本的な勤務条件については、国や他の

地方公共団体と均衡を失しないよう考慮しながら、条例によって定められて

います。 

 

   ア 勤務時間 

     職員の勤務時間は、１週について３８時間４５分で、病院の医師や看

護師、図書館等特殊な勤務に従事する職員を除いて、月曜日から金曜日

までの間に次のように割り振られています。 

曜日 勤 務 時 間 休 憩 時 間 (1日の勤務時間) 

月 ～

金 
８：３０～１７：１５ １２：００～１３：００ (７時間４５分) 

     ただし、職員が育児や介護を行う場合や障害のある職員が配慮を申し

出る場合、特例により休憩時間を４５分とすることや、フレックスタイ

ム制により通常の勤務時間（8:30－17:15の7時間45分）以外の時間に変

更することができます。 

  



- 7 - 

   【休憩時間の特例が利用できる場合】 

    ① 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する場合 

    ② 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部に就学

している子を学校等に送迎する場合 

    ③ 日常生活を営むのに支障がある者の介護を行う場合 

    ④ その他上記との均衡上所属長が必要と認める場合 

      （特別支援学校に就学している子や身体又は精神に障害のある親族

の日常生活の世話を行う場合等） 

    ⑤ 障害のある職員のうち、勤務時間の割振りについて配慮を必要とす

る者として所属長が認める場合 

 

   【フレックスタイム制が利用できる場合】 

       ① 小学校６年生までの子（未就学児又は学齢児童（保護者が小学校、 

               義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部に就学させなけ 

               ればならない子））を養育する場合 

   ② 負傷、疾病又は老齢により 1 週間以上にわたり日常生活を営むのに 

        支障がある者を介護する場合 

   ③ 障害のある職員のうち、勤務時間の割振りについて配慮を必要とす

る者として所属長が認める場合 

   ④ 不妊治療に係る通院等を行う場合 

   ⑤ 勤務時間を弾力的に割り振ることが公務の正常な運営を妨げず、か

つ、総労働時間の短縮に寄与すると所属長が認める場合 

 

   イ  週 休 日  

        日曜日及び土曜日（特殊な勤務に従事する職員にあっては、これに相

当する日）を週休日としています。 

 

   ウ 休暇 

     休暇には、年次休暇、特別休暇、病気休暇、組合休暇、介護休暇及び

介護時間の６種類があります。このうち、年次休暇、特別休暇及び病気

休暇は、有給です。 

 

   （ア）年次休暇 

      １年につき、２０日の年次休暇を受けることができます。ただし、

年の中途で採用された職員については、その年は、在職期間により比

例付与されます。 
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   （イ）特別休暇 

      次の事由に該当する場合は、特別休暇を受けることができます。  

 

 
出 産 の 場 合  

（出産休暇）  

 産前６週間 (多胎妊娠の場合は１４週間）   
 産後８週間  
（特に必要と認められる場合は、産前又は産後

に２週間の範囲内で加算できる。 ) 

妊娠中又は出産後１年以内の

間に母子保健法による保健指

導又は健康診査を受ける場合

（通院休暇）   

 妊娠経過月毎にそれぞれ定められた回数及び

産後１年以内に１回  
（医師等の特別の指示があった場合には、いず

れの期間についても、その指示された回数）      

妊娠中の職員が混雑する交通

機関を利用して通勤する場合

（通勤休暇）   

 勤務時間の始め又は終わりに、１日を通じて

１時間の範囲内                                        

妊娠に起因するつわり等の障   
害のため勤務することが著し   
く困難な場合（妊娠障害休暇）           

 １４日の範囲内                                                                                                 

 生後１年６月に達しない生

児を育てる場合（最大生後２

年に達する日まで）（育児休

暇）   

 １日を通じて９０分を超えない範囲内の期間  
 取得単位 ３０分、４５分、６０分      

義 務 教 育 終 了 前 ま で の 子 の   
看 護 等 の た め に 勤 務 し な い   
ことが相当な場合（子育て休

暇）  

 ７日の範囲内  
（子が２人以上の場合、１０日の範囲内）  

家族の看護のために勤務しな   
いことが相当な場合（家族看

護休暇）  

 ３日の範囲内  

要介護者の介護のために勤務

しないことが相当な場合（短

期介護休暇）  

 ５日の範囲内  
（要介護者が２人以上の場合、１０日の範囲

内）  

生 理 の た め 勤 務 が 著 し く 困   
難な場合（生理休暇）  
 

 ３日の範囲内  
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忌引の場合  
（忌引休暇）  

 配偶者                     １０日  
               (血族 )   (姻族 ) 
 一親等の直系尊属  (父    母 )  ７日      ３日  
    同  卑属  (   子    )  ７日      １日  
 二親等の直系尊属  (祖  父  母 ) ３日      １日  
     同     卑属  (  孫   )  １日       －   
 二親等の傍系者    (兄弟姉妹 ) ３日     １日  
 三親等の傍系尊属  (伯叔父母 ) １日       －     

配偶者、父母及び子の追悼の   
ための特別な行事の場合  

 それぞれ１日      

夏季において健康増進を図る   
場合（夏季休暇）  

 ５日の範囲内     
 

感染症法による交通の制限  
若しくは遮断又は健康診断の

場合  

 その都度必要と認める期間  

災害、交通機関の事故等の不   
可抗力により出勤することが   
著しく困難な場合  

 同 上  

災害時等において、退勤途上   
における危険回避のためやむ   
を得ず勤務しない場合  

 同 上  
 
 

災害による職員の現住居の滅

失又は損壊の場合  
 ７日の範囲内                               
                                      

結婚の場合（結婚休暇）   連続する７日の範囲内                            

不妊治療に係る通院等の場合

（出生サポート休暇）  
５日（通院等が体外受精及び顕微授精に係るも

のである場合は１０日）の範囲内  

妻の出産の場合（出産補助休

暇）  
 ３日の範囲内                             

妻が出産する場合において、

当該出産に係る子又は上の子

（小学校就学前）を養育する

場合（男性職員の育児参加の

ための休暇）  

 ５日の範囲内  

骨髄等の提供希望者として登

録の申出又は提供に伴い必要

 その都度必要と認める期間                                                                                                                         
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な検査、入院等をする場合（ド

ナー休暇）  

日本赤十字社が行う血液事業

に協力するため、献血をする

場合（献血休暇）  

 同上  

自発的かつ報酬を得ないで災

害救助及び、福祉活動を行う

場合（ボランティア休暇）  

 ５日の範囲内  
                                                                                

 

   （ウ）病気休暇 

      負傷や疾病のため、療養を必要とする場合は、病気休暇を受けるこ

とができます。 

 

 

 

 

 

   （エ）組合休暇 

      職員団体の業務に従事する場合、１年につき３０日以内で組合休暇

を受けることができます。ただし、休暇中、給与は支給されません。 

 

   （オ）介護休暇 

      職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢に

より１週間以上にわたって日常生活を営むのに支障がある者の介護を

行う場合、介護休暇を取得することができます。 

      休暇の期間は介護を要する状態ごとに、通算して６か月を超えない

範囲内で取得することができます。また、取得期間を最大３つに分割

することもできます。 

      ただし、休暇中、給与は支給されません。 

 

   （カ）介護時間 

      職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢に

より１週間以上にわたって日常生活を営むのに支障がある者の介護を

行う場合、介護時間を取得することができます。 

      休暇の期間は介護を要する状態ごとに、介護時間を取得する初日か

ら３年間、１日につき始業又は終業の時刻に連続する２時間の範囲内

で取得することができます。また、始業時と終業時に分けて取得する

事          由  日         数  
 公務災害及び通勤災害による負

傷又は疾病の場合等  
  療養に必要な期間            

 その他の場合                   ９０日     
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こともできます。 

      ただし、介護時間を取得した時間は、給与は支給されません。 

 

   エ 育児休業等 

     ３歳に満たない子を養育するため、１日の勤務時間のすべてを勤務し

ないことができる「育児休業」と、小学校就学前の子を養育するため

に、１日の勤務時間の一部（２時間まで）について勤務しないことがで

きる「部分休業」があります。 

育児休業中は、給与は支給されず、部分休業中は、給与は減額支給

されます。（※子が１歳に達するまでは育児休業手当金が支給されま

す。） 

 また、小学校就学前の子を養育するために、１週間の勤務時間を１９

時間２５分、２４時間３５分等に短縮する、「育児短時間勤務制度」が

あります。なお、給与については、勤務時間数に応じた給料月額等が支

給されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 産  
出 産 後  

８週  
１歳  

６か月  
３歳  

小 学 校  
就 学 前  

中 学 校  
就 学 前  

義 務 教 育  
終 了 前  出 産 前  

６週  

子育て支援制度  

有   給  

有給  

有  給  

有  給  

有  給  

無  給  

減  額  

減  額  

出 産 休 暇  

出 産 補 助 休 暇  

男 性 職 員 の 育 児 参 加  
の ため の 休 暇  

育 児 休 暇  

子 育 て休 暇  

育 児 休 業  

部 分 休 業  

育 児 短 時 間  
勤 務 制 度  

フレックスタイム制  

出 生 サポート休 暇  

 産 前 ６ 週 間 ・ 産 後 ８週 間  

 妻 の出 産 時 に 入 院 の 付 添  
 い等 をする 場 合  
 （入 院 等 の日 から 産 後 ２ 週  
  間 で３ 日 の範 囲 ） 
 妻 の出 産 時 に、 産 まれてく 
 る子 又 は 小 学 校 就 学 前 の 
 子 を 養 育 する 場 合  
 （産 前 ６週 間 ・ 産 後 １ 年 間 で 
  ５ 日 の範 囲 ） 
 １歳 ６か月 未 満 の 子 の保 育  
 所 への 送 迎 等 を 行 う 場 合  
 （１ 日 90 分 の範 囲 ） 
 子 の 看 護 や 学 校 行 事 等 に  
 出 席 する 場 合  
  子 が １ 人 の 場 合 は 年 ７ 日 、 
  ２ 人 以 上 の 場 合 は 年 1 0 日  
  の 範 囲  
 ３歳 未 満 の子 を 養 育 する 場 合  
 ※ 子 が １ 歳 に 達 す る ま で は 育 児 休 業  
   手 当 金 が 支 給 さ れ ま す 。 

 小 学 校 就 学 前 の 子 を託 児 し 
 て勤 務 する 場 合 等  
 （１日 ２ 時 間 の 範 囲 ） 

 小 学 校 就 学 前 の 子 を養 育  
 する職 員 が 勤 務 時 間 を 短 縮  
 （週 1 9 時 間 25 分 ～2 4 時 間  
  3 5 分 ）する 制 度  

 小 学 校 ６年 生 までの子 を養 育  
 する場 合 等 に、 勤 務 時 間 を  
 通 常 の勤 務 時 間 以 外 の時 間 に 変 更  
 することができる制 度  

不 妊 治 療 に 係 る 通 院 等 の 場 合  
５日 （ 通 院 等 が 体 外 受 精 及 び顕 微 授 精
に係 るものである場 合 は １０日 ）の範 囲 内  

１歳  

有給  
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（３）公務（通勤）災害補償 

   職員が公務に従事し、その公務が原因で負傷したり病気になったり、ある

いは死亡したときは「公務災害」として、また、出退勤の途上において負傷

等の災害にあったときは、「通勤災害」として、治療費をはじめ各種の補償

を受けることができる制度が設けられています。 

 



- 13 - 

 

３  職員の給与  
 
（１）はじめに 

皆さんが県職員として勤務すると、その対価として給与が支給されます。  
県職員の給与は、民間企業と異なり、人事委員会の勧告に基づき、県議会の

議決を経て、条例によって定められています。  
人事委員会は、県職員の人事・給与制度などを調査・研究する専門的な第三

者機関です。毎年、県内民間事業所の給与実態を調査し、これと職員給与との

比較を行い、生計費及び国家公務員の給与なども考慮して、改定する必要を認

めた場合、県議会議長と知事に対して、職員の給与に関する報告及び勧告を行

うことになっています。 

 
（２）給与に関する原則 

地方公務員法において、給与に関する原則が定められています。  
この原則は、給与の決定と給与の支給に関する原則に分かれます。  
職員の給与は、この原則によって定められ、また支給されるものです。  

 

ア  給与の決定に関する原則 

職員の給与は、職務と責任に応じたものでなければなりません。 

また、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従

事者の給与等の事情を考慮したものでなければなりません。  
さらに、法律又は条例に基づかなければ給与を支給することができませ

ん。  
イ  給与の支給に関する原則 

職員の給与は、原則として通貨で直接職員にその全額を支払わなければ

ならないこととされています。  
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（３）給与の種類 

 
ア  職員の給与は、給料（いわゆる基本給）と手当に区分することができま

す。  
  給料は、正規の勤務時間中の勤務に対する報酬であり、その額は給料表

によって明示されています。給料表は、職務の内容に応じそれぞれ条例で

定められています。そして、各給料表では、その適用を受ける職員の職務

の複雑、困難及び責任の度合いに応じて、複数の級が設けられており、各

級は更に複数の号給に分けられています。  
  職員がどの級に決定されるかなどは、別途基準が定められています。 

  主な給料表の種類及び適用される職員の範囲は、次のとおりです。 

 
名       称  適 用 範 囲  

行 政 職 給 料 表  一般行政職の職員など他の給料表の適用を 

受けない全ての職員  
研 究 職 給 料 表  試験研究等の業務に従事する職員  
医療職給料表(1) 医師、歯科医師  
医療職給料表(2) 薬剤師、獣医師、栄養士等  
医療職給料表(3) 保健師、看護師等  

 
        

イ  手当は、各職員の生活実態や勤務条件の違いなど、給料だけでは具体的

に措置することが技術的に困難なものについて、補充的な給与として支給

されるものです。  
  手当の種類は、地方自治法で定められており、手当の額や支給方法等は

条例で定められています。 

  主な手当は、次のとおりです。 

扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、 

時間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、 

夜間勤務手当、休日勤務手当、管理職手当、期末手当、 

勤勉手当、退職手当 
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（４）昇給 

昇給とは、職員が現に受けている給料月額の号給を１号給以上上位の号給に

変更することです。昇給は、毎年４月１日に、同日前１年間における勤務成績

に応じて行われます。  
 
（５）給与の支給日等 

給与の支給日等は、原則として次のとおりです。  
 

ア  給料及び諸手当  
毎月２１日  

イ  期末手当及び勤勉手当  
６月３０日、１２月１０日  

 
    ※  新規採用者の給与の標準的な例（概算）は次のとおりです。 

    （地域手当を含む初任給）（R6.4.1現在） 
 
        ・  上級（大学卒）      行政職    １級２９号給 約222,600円  
        ・  初級（高校卒）      行政職    １級 ９号給 約187,900円  
    ・ 薬剤師（大学６卒） 医療職(2) ２級１７号給 約248,000円  
        ・  獣医師（大学６卒）  医療職(2) ２級１７号給 約248,000円  
        ・  保健師（大学卒）    医療職(3) ２級１５号給 約256,000円  
        ・  管理栄養士（大学卒） 医療職(2) ２級  ５号給 約229,600円  
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４  福利厚生  
 

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４２条には「地方

公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項につい

て計画を樹立し、これを実施しなければならない。」と規定されて

います。  
このため、本県では職員健康支援課や福利課、総務事務センターを

置き、これらの福利厚生事業を計画し、実施しています。また、福利

厚生事業は、地方職員共済組合埼玉県支部（または公立学校共済組合

埼玉支部）及び埼玉県職員互助会（または埼玉県教職員互助会）でも

行っています。  
これら事業主体が行う事業の概要は、次のとおりです。 

 
 （１）県の実施事業 

厚生事業として職員を対象に各種健康診断及び健康相談の実施、

ライフプラン（職員の生涯生活設計）の推進（共済組合と共催）、

職員住宅の管理、各種スポーツ大会の開催等を行っています。  
 
 （２）共済組合の実施事業 

組合員である県職員とその家族の生活の安定及び福祉の向上に寄

与するため、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）

に基づいて、組合員からの掛金と県からの負担金を主な財源として

組合員及びその家族の病気、負傷、出産、死亡、休業及び災害に関

して給付を行うとともに、組合員の退職、障害及び死亡に関する年

金の支給、その他保健事業（人間ドック、元気回復事業等）、福祉

事業（資金の貸付、診療所、売店、食堂、宿泊施設の運営）等を行

っています。  
 
 （３）互助会の実施事業 

埼玉県職員の互助共済団体に関する条例（昭和４０年埼玉県条例

第３３号）に基づいて、県職員の相互救済及び福利の増進を図るた

め、医療費等の給付、資金の貸付、グループ保険、健康管理事業そ

の他の福利厚生事業を行っています。  
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５  「埼玉県歌」等 

県 歌 
 昭和４２年の第２２回国民体育大会を本県で開催するに当たり、躍進する埼玉

県を象徴し、郷土を愛し、県民意識を高揚するもので、県民すべてに親しまれ愛

唱されるにふさわしい歌詞を募集し、選定した。昭和４０年９月に「県歌」に制

定。 

              

１．秩父の雲の むらさきに   ３．日に日に進む 産業に 

  風もみどりの むさし野よ     こぞるちからも たくましく 
  恵み豊かな この山河     希望はもえる このあした 
  われら生まれて ここにあり    われら明るく ここにあり 
  おお 埼玉 埼玉 輝く埼玉    おお 埼玉 埼玉 輝く埼玉 

２．古き伝統 新しき    ４．北に大利根 荒川は 

  生命をこめて しあわせの     南をめぐり 人和して 

  未来をひらく この文化     県旗はまがたま この理想 

  われらつどいて ここにあり    われらちかって ここにあり 

  おお 埼玉 埼玉 輝く埼玉    おお 埼玉 埼玉 輝く埼玉 

 

※県歌は下記ＵＲＬからダウンロードできます。 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0314/saitama-profile/kenka.html（埼玉県ＨＰ ＞

 県政情報・統計 ＞ 埼玉県の紹介 ＞ 埼玉県の県章・県歌 ＞ 埼玉県歌） 

岸上のぶを 作詞 
神保光太郎 補作 
明本 京静 作曲 

埼 玉  県  

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0314/saitama-profile/kenka.html
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県章の由来 
 
 まが玉16個を円形にならべたもの。まが玉は、古代人が装飾品などとして

大切にしたもの。埼玉県名の由来である「幸魂（さきみたま）」の「魂」は、

「玉」の意味でもあり、まが玉は、埼玉県にゆかりの深いものとなっている。

 また、まが玉を円形に配置したデザインは、「太陽」「発展」「情熱」「力

強さ」を表している。 

 昭和３９年９月「県章」に制定。 

 
「県民の日」の由来 

 
明治４年に廃藩置県が行われ、県の統廃合を経て、その年の１１月１４日太政官布告によって、

現在の埼玉県の県域に「埼玉県」と「入間県」が誕生した。 

この明治４年から数えて１００年目に当たる昭和４６年に、これを記念して、１１月１４日を

「県民の日」とすることが、県条例によって定められた。 

 
埼玉県の愛称「彩の国」 

 
四季折々の豊かな自然に恵まれ、産業や文化、学術など、さまざまな分

野で発展する埼玉県。その多彩な姿や美しさを表し、２１世紀に向けての

大きな発展の可能性を象徴する言葉として生まれた。 
全国から寄せられた２万点を超える作品の中から、平成４年１１月１４

日に県の愛称として決定した。 
また、平成５年１１月１４日には、この愛称にふさわしい「彩の国キャ

ンペーンマーク」も選定された。 
 

埼玉県マスコット「コバトン」「さいたまっち」 
 
○コバトン 

県民の鳥として指定されている「シラコバト」をモチーフに、彩の国 

まごころ国体・第４回全国障害者スポーツ大会（平成１６年開催）のマ

スコットとして誕生。大会終了後の平成１７年１月４日、正式に埼玉県

のマスコットとなった。 

 

○さいたまっち 

 テレビ朝日のインターネット番組「バナナTV」の中の企画で、設楽統
おさむ

さん（秩父出身）と日村勇紀さんのコンビ「バナナマン」が開発したキ

ャラクター。平成２６年１１月１４日「県民の日」に誕生。「埼玉県の

新マスコット」としてコバトンと共に活躍している。 

 

 

 

 

 

コバトン 

さいたまっち 
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■郷土のシンボル 

県民の鳥「シラコバト」 

 ハト科に属しシラバト、ノバトなどとも呼ばれ、山鳩（キジバト）

の仲間だが、やや小型で尾だけが長く、ほっそりしている。首に黒い

横線が走っているのが特徴で、国内では、主に本県の東部地域を中心

に生息している。国の天然記念物に指定されていて、昭和 40 年 11

月 3 日に、「県民の鳥」に指定された。 

 

 

県の木「ケヤキ」 

 ニレ科の落葉樹で春に新しい葉とともに、うすい黄緑色の小さな花を

ひらく。県内に古くから自生し、「清河寺の大ケヤキ（さいたま市）」を

はじめ、各地に県の天然記念物に指定されたケヤキがある。昭和 41年

9 月 5 日に、「県の木」に指定された。 

 

 

 

 

県の花「サクラソウ」 

 サクラソウ科に属する多年草で、川のほとりや野原に自生し、春先

にハート形の花びらの花を咲かせる。北海道南部から、本州、九州に

分布し、県内でも、かつては荒川沿岸に広く自生していた。田島ケ原

（さいたま市）の自生地は、今も昔ながらの面影を残し、国の特別天

然記念物になっている。昭和 46年 11 月 5 日に「県の花」に指定され

た。 

 

県の蝶「ミドリシジミ」 

 シジミチョウ科に属し、ハンノキやヤマハンノキの葉を食べる。埼

玉県には、ハンノキが幅広く分布しているので、県内に広く生息して

いる。大きさは約 4 センチメートル。夏の夕方、羽根をキラキラと緑

色に輝かせて飛ぶ。平成 3 年 11 月 14 日、「県の蝶」に指定された。 

 

 

県の魚「ムサシトミヨ」 

 トゲウオ科の淡水魚で、清く澄んだ小川に生息する。現在では、熊

谷市の元荒川上流部でしか見られなくなり、その生息地の一部が、県

の天然記念物に指定されている。大きさは、4～6 センチメートル。

オスが巣を作り、子育てをする。平成 3 年 11 月 14 日、「県の魚」に

指定された。  

 

 

 

 



 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 


